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 平成 23 年２月 21 日 
 各 位 
                  会 社 名  株式会社東理ホールディングス 

                  コード番号 （5856）上場取引所  東 

                  代表者名   代表取締役社長  永井 鑑 

                  問合せ先   代表取締役副社長 忍田 登南 

                  Ｔ Ｅ Ｌ    （03）3548-1014  
 

（訂正）平成 21 年３月期 決算短信等の一部訂正等に関するお知らせ 
 

 当社が過去に発表いたしました表記開示資料等（その訂正開示を含む）につきまして、下記の

とおり一部訂正するとともに、平成 18 年２月 24 日開示の「第三者割当による新株発行のお知

らせ」について一部開示内容の追加を行うこととしますので、お知らせいたします。 
訂正事項は平成 18 年３月期から平成 21 年３月期における関連当事者情報にかかるものであ

ります。なお、平成 18 年３月期から平成 21 年３月期における財務諸表数値（サマリー表を含

む）に訂正はありません。 
 訂正箇所は下線を付して表示しております。 

 
記 

 
１．調査委員会設置にいたる経緯 

平成 22 年６月 24 日付け「（訂正）「平成 22 年３月期 決算短信」等の一部訂正に関する

お知らせ」において、過年度における関連当事者取引についての決算短信等の訂正をさせて

いただきましたが、当該訂正開示の関連で（株）東京証券取引所（以下「東証」といいます。）

からの照会等もあり、その後調査したところ、平成 18 年２月 24 日付け「第三者割当による

新株式発行に関するお知らせ」及び平成 19 年４月 27 日付け「自己株式の処分に関するお知

らせ」によりお知らせいたしました、当社の新株式の発行及び自己株式の処分につきまして、

東証諸規則上必要となる東証への提出書類の一部欠落、上記２件の開示資料に記載した内容

と実態の差異、当社における機関決定等に係る不備、決算短信等の訂正の可能性が生じまし

た。また、平成 22 年６月 24 日に開示の訂正開示にかかる検証（二次取引の取引者に関する

当社の認識・監査法人への説明等を含む）の必要性についても認識いたしました。 

そのため、平成 22 年８月 17 日付け「過年度のエクイティ・ファイナンス等に関する第三

者委員会設置のお知らせ」にてお知らせのとおり、上記の２件の株式の引受・譲渡等の実態

の解明及びその法的等側面を含む評価、並びに平成 22 年６月 24 日の訂正開示にかかる検証

に関し、公正性及び透明性を確保すべきとの観点から、当社と利害関係のない外部の独立し

た有識者による調査委員会（以下「本委員会」といいます。）に、以下の調査事項を委嘱し

ておりました。 

（１）平成 18 年２月 24 日に開示いたしました新株式発行について、手続き、開示内容、引受

実態等 

（２）平成 19 年４月 27 日に開示いたしました自己株式の処分について、手続き、開示内容、

引受実態等 

（３）（１）及び（２）に関する、割当先等について、当社の関連当事者該当性 

（４）平成 22 年６月 24 日に開示の訂正開示にかかる検証（二次取引の取引者に関する当社の認

識・監査法人への説明等を含む） 

（５）（１）及び（２）に関する、当社（当社取締役を含む）の対応の妥当性等（当社による当
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社取締役への当社株式の取得資金援助に係る妥当性等を含む）を評価・原因分析 

（６）再発防止策等の提言 

 

今般、本委員会の報告書がまとまりましたので、その内容等を踏まえ、当社の検討結果の

お知らせ及びそれにともなう決算短信の訂正等を行なうものであります。 
 
２．検討結果等について 
   本委員会の報告書等を踏まえ、現在の当社の検討結果等については下記のとおりでありま

す。 
（１）平成 18 年２月 24 日に開示いたしました新株式発行について 

   平成 18 年２月 24 日開催の当社取締役会において、発行株式数 3,000 万株、発行価額

１株につき 56 円、割当先を松村賢吾、清水紀代志の両氏とする第三者割当による新株発

行が決議され、同日「有価証券届出書」が提出されるとともに、「第三者割当による新株

発行のお知らせ」を開示いたしました。 

また、平成 18 年３月 23 日に松村賢吾氏（以下「松村氏」といいます。）、清水紀代志

氏（以下「清水氏」といいます。）の両氏がそれぞれ 1,500 万株分の払込（各８億４千万

円）を行うことにより上記新株発行（以下、本項において「本件株式」といいます。）が

行われ、同日「第三者割当による新株発行に関する払込完了のお知らせ」を開示いたし

ました。 

本件株式に関して、松村氏名義で上記 1,500 万株の増資払い込みの行われた平成 18 年

３月 23 日の直前である同月 17 日から同月 22 日までの間に、同氏から新株譲渡を受けた

とされている今井氏、横川氏、國分氏、有限会社ナカショー、当社取締役忍田（以下「忍

田」といいます。）から、それぞれの新株譲受け代金が松村氏の預金口座に入金されてお

り、これらの資金のほかにアルバース証券から約 2 億 7,500 万円、松村氏個人から振り

込まれた約 6,000 万円を加えて合計 8 億 4,000 万円が同氏引受に係る 1,500 万株の新株

引受払込金として当社に振り込まれました。 

これらの関係者のうち松村氏個人の払い込み分、及びアルバース証券の払込み分は松

村氏が自ら資金調達したものでありますが、新株譲受人とされているその他の者は國分

氏及び横川氏の一部を除いていずれも、それぞれが自らの計算で資金を提供したものと

認められ、当社旧代表取締役福村康廣（以下「福村」といいます。）及び松村氏がそれら

の増資譲受けを斡旋し実現に導いたものと考えられます。横川氏が松村氏より譲り受け

た 250 万株については、このうち 100 万株について、今井氏に 50 万株、Ａ氏に 50 万株

譲渡されておりますが、これらについて、両名とも買い受けた覚えはないと述べていま

す。また、本件株式発行の払込日前の平成 18 年３月 17 日に、当該２件の売却代金の趣

旨と思われる、本来の売却代金 5,600 万円に不足する 3,550 万円が横川氏名義で取締役

会決議上の引受人である松村氏名義の口座に振り込まれておりますが、横川氏によれば、

福村氏の指示により、横川氏が、Ａ氏名義の銀行口座から、3,550 万円を引き出して、自

己の名義で松村氏名義口座に振り込んだとのことでありますが、この資金の流れに関し、

今井氏及びＡ氏は一切関知していないとのことであります。なお、國分氏は上記の新株

譲り受けに関して全く記憶がないとしており、同氏名義で松村氏の口座に振り込まれた

資金の出所については福村に直接確認できないため、本調査では解明出来ていません。 

以上の事実関係を踏まえ本件の新株引受けの実態については、①松村氏は自らが新株

を引き受けた際の引受価額と同額で上記今井氏等関係者に新株を譲渡していること、②

取締役会決議上の新株引受人の松村氏から 1,500 万株の払込金の払い込みがなされるに

先立ってこれらの譲渡先から新株譲受け代金がそれぞれ松村氏に支払われていること、
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③松村氏は、事前に支払われたこれら新株譲受け代金と自身の調達した増資引受け資金

とを併せ一括して新株引受払込金の払い込みを行っていること、④松村氏から横川氏へ、

横川氏から今井氏及びＡ氏に譲渡された 100 万株については、今井氏もＡ氏も全く関与

しておらず、その他の第三者が資金を拠出し株券を取得したと思われることなどの点を

考慮すると、形式的には松村氏が引き受けた新株をその後これらの関係者に譲渡したか

のように契約書等の上で処理されているが、実質的には松村氏が自ら調達した金額は同

氏による引受であり、それ以外の金額については、松村氏が新株を引き受けたというよ

り、むしろ同氏から新株を譲り受けたとされている関係者が直接新株を引き受けたと評

価するのが妥当であると考えられます。 

但し、横川氏が松村氏から譲り受けたとされている 250 万株のうち 100 万株について

は、今井氏及びＡ氏がその後これらをそれぞれ 50 万株ずつ横川氏から譲り受けた形とな

っているが、今井氏及びＡ氏のいずれについても実質的な引受人であるとは認め難く、

これに直接係った福村からの聴取が出来ないなどの理由により、結局誰が実際の引受人

であるかを特定するには至っておりません。 

一方、清水氏は、平成 18 年９月６日に割り当てられた 1,500 万株の内 60 万株を松村

氏に譲渡したほか、同年８月 23 日から 12 月５日まで複数回にわたり残りの 1,440 万株

を市場売却しております。 

清水氏は、本件株式発行の際、福村の依頼により、1,500 万株の新株引受人として 1,500

万株の払込金の全部の払い込みを行っておりますが、当該新株払込金についての資金調

達等は福村においてなされたものであり、その後の清水氏名義で引き受けた新株の第三

者への譲渡等の詳細については十分認識していなかったと説明しております。 

資金の取扱を行なっていた横川氏によると、上記新株払込金のうち、Ａ氏から振り込

まれた 7 億 6,900 万円は、名義上のものに過ぎず、実際の資金調達は福村が行ったもの

であり、清水氏から振り込まれた上記 5,600 万円及び残高分 1,500 万円については清水

氏自身の資金ではないかと説明しています。この点に関し、清水氏は振込みについて全

く記憶がなく、株を引き受けたという認識はないと説明しており、真実の解明はできて

おりません。仮に 7,100 万円が清水氏自身の資金であるとしても、開示資料等に記載さ

れた清水氏が単独で引き受けるという記載は実態と異なっております。 

なお、本委員会の調査結果を踏まえた、当社の引き受け実態についての理解は下表の

とおりであります。但し、現時点で確定できませんが、不明とされているものの引受人

は、福村である可能性が高いものと考えられます。 

取締役会決議及
び開示上の新株
割当先（引受人）

実質的な引受人 株数（万株）

松村　賢吾 (1500)
松村　賢吾 600
（有）ナカショー 400

横川　英彦 (250)
横川　英彦 150

今井　輝彦 不明 50
Ａ氏 不明 50

不明 50
今井　輝彦 50
忍田　登南 150

清水　紀代志 (1500)
不明 127
不明 1,373Ａ氏

－
－

清水　紀代志

契約書等の上での
新株譲受人

－
－

國分　建一
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（２）平成 19 年４月 27 日に開示いたしました自己株式の処分について 

  平成 19 年４月 27 日開催の当社取締役会において、自己株式 5,700 万株（以下、本項に

おいて「本件株式」といいます。）を 1 株当たり 20 円で東理不動産投資事業組合（業務

執行組合員：(有)アレスサポート）に譲渡することが決議され、同日「自己株式の処分

に関するお知らせ」を開示いたしました（以下「本件自己株式処分」といいます。）。 

  また、同年５月 24 日に東理不動産投資事業組合が当社に全額払込を行うことにより本

件株式の譲渡が行われ、同日「自己株式の処分に関する払込完了のお知らせ」を開示い

たしました。 

本件株式に関して、東理不動産投資事業組合は、譲受当日ないし翌日に全株式 5,700

万株を複数の第三者に売却しております。 

  また、東理不動産投資事業組合は、5,700 万株の自己株式の譲受代金全額を当社に払い

込み、本件株式の譲渡を受けた平成 19 年５月 24 日の前日及び当日に株式会社エデュケ

ーションコンサルタント、松村氏、株式会社ケイアイコーポレーション、森下氏、舩坂

氏からこれらの譲渡代金相当額が同組合に入金されております。 

このことから、東理不動産投資事業組合において予め本件株式の購入者を募り、その

購入資金の事前の振込を受けた上で、当社から本件株式を譲り受けたと考えられますが、

東理不動産投資事業組合はもともと多数の投資家を募集し、これらを束ねて投資を行う

ことを目的とするいわゆる集団投資スキーム（ファンド）であることから、予め投資家

から投資資金を受領していたことを理由に、その後にそれらの資金で購入した本件株式

について、同組合の計算においてなされた取引ではないと判断することは妥当でないと

考えます。したがって、東理不動産投資事業組合が、その後本件株式をすべて上記の投

資家等に譲渡しておりますが、それらの取引は同組合が各投資家と行った別個の取引で

あると考えられます。 

  自己株式の処分に関する株式の譲渡につきましては、東理不動産投資事業組合が各投資

家等と行った別個の取引であると考えられるため、当該開示資料の訂正は行いませんが、

事実関係につきましては、下表のとおりであります。 

 

（３）追加開示すべき事項等（割当先等について、当社の関連当事者該当性） 

  本件株式発行による増資が行われた平成 18 年３月当時適用されていた旧証券取引法に

よれば、有価証券届出書に記載すべき第三者割当増資の割当先（引受人）については、出

資の払込名義等の形式にとらわれず、取引主体として払込資金を提供し新株を取得しよう

とする意思とその実質を伴う当事者は誰であるかという「取引の実態」に着目して判断し、

自己株式処分先 譲渡先 再譲渡先 株数（万株） 譲渡日
東理不動産投資事業組合
（有）アレスサポート（業務執行組合員）

5,700
－

（有）ケイアイコーポレイション 1,200 平成19年5月24日
森下　恵子 500 平成19年5月24日
舩坂　道子 500 平成19年5月24日

 （株）エデュケーションコンサルタント 1,000 平成19年5月24日
忍田　登南 400 平成19年11月22日

松村　賢吾 2,500 平成19年5月24日
横川　英彦 2,000 平成19年6月19日
市場売却 500 平成19年6月7日、8日



 
 

5 

「実質的に新株を引き受けたと認めるべき当事者」を記載すべきものであると解釈される

ため、少なくとも新株の払込期日までには当初の有価証券届出書に記載された新株割当先

（引受人）について、その実態が記載された内容と違うものとなっており、当初の有価証

券届出書提出後に当該届出書に記載すべき重要事項に変更があったものとして、その段階

で取締役会を開催し、新株割当先を松村氏のほか上記の今井氏ら数名とし、割当株数等を

決定した上で、当初の増資に係る記載内容に変更があった旨の有価証券訂正届出書を提出

すべきであったと考えます。 

  また、新株発行に関する開示の行われた平成 18 年２月 24 日の時点では、割当先が変更

されること、又は実態と異なることは、予見できていないとしても、引受実態の変更又は

事実と異なることが当社に判明した段階で（少なくとも福村は当時そのことを認識してい

たと考えられます。）、福村が、実態を積極的に説明しないとしても、当社取締役忍田が一

部引き受けており、少なくともその時点（平成 18 年３月 15 日頃一部判明）で、状況の確

認を行ったうえで、平成 18 年２月 24 日付け適時開示資料「第三者割当による新株発行の

お知らせ」に関する訂正開示を含む追加的な開示をすることが適切であったと考えます。 

関連当事者取引の観点から、開示上、松村氏から譲り受けたとされる忍田については、

同人が当時当社取締役であったことから、同人を実質的な割当先の一人と評価し、その新

株引受に関しては関連当事者取引に該当し、その取引に当たり所要の取締役会の承認を得

るとともに、関連当事者取引として開示すべきであったと認識いたします。 

また、忍田は、第三者からの借入金を主な取得資金として、本件株式を引き受けており

ますが、その後、当該借入金を別途の第三者から借り換える方法により、結果的には当社

からの借入金になっております。その際、当社から第三者を経由して貸付けられているも

のの中に、関連当事者取引の注記の漏れ（受取利息に係る差額分 296 千円）があることが

判明いたしましたので、これらの点につきまして、決算短信等を訂正させていただきます。 

さらに、福村が実質的に引受人と認められる場合にも、会社と取締役間の利益相反取引

に関する手続き及び、関連当事者取引の注記については同様であります。この点につきま

して、現時点で確定できませんが、不明とされているものの引受人は、福村である可能性

が高いものと考えられるため、その旨を関連当事者取引の注記に加えるための訂正をさせ

ていただきます。 

  なお、東証諸規則上必要となる東証への提出書類に一部不備等が認められましたので、

追加の説明をした書面を提出させていただきます。 

  次に、本件自己株式処分に係る当社の開示に関しましては、事実に沿った開示がなされ

ていると考えます。しかしながら、東理不動産投資事業組合が当社から 5,700 万株の自己

株式の譲渡を受けた当日又はこれと近接する日に、これらの自己株式全部をエデュケーシ

ョンコンサルタント他４名の第三者に譲渡しておりますが、自己株式の処分に関する開示

を行った当時それが予定されていたものではないとしても、その後当初の譲受人である東

理不動産投資事業組合が譲り受け直後に譲り受けた全株式を他に譲渡することが当社に

判明した段階で（少なくとも代表取締役の福村にはそれが認識できた立場にあったと考え

られる。）、追加的な開示をすることが適切であったと考えます。当時、一部譲渡先につい

ての情報が当社関係者にもたらされていましたが、適切な伝達がなされず、開示等の責任

者に伝わらなかった可能性があります。 

また、エデュケーションコンサルタントは、当社の関連当事者でありますが、本件では

自己株式の譲渡先である東理不動産投資事業組合の目的が集団投資スキームであること

から、本件でエデュケーションコンサルタントが同組合から株式の譲渡を受けた取引は当

社における関連当事者取引として開示する必要はないものと考えます。 

なお、本件自己株式処分につきましても、東証諸規則上必要となる東証への提出書類の
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欠落が判明しましたので、提出させていただきます。 

平成18年２月24日に開示いたしました新株式発行及び平成19年４月27日に開示いた

しました自己株式の処分に関連しまして、追加の開示を要しましたこと、東証への提出書

類に不備がありましたこと、さらに三度目の関連当事者取引についての訂正となることに

つきまして、重ねてお詫びを申し上げます。 

 

（４）平成 22 年６月 24 日に開示の訂正開示にかかる検証 

  当社は、平成 20 年３月期から平成 22 年３月期において、過去の取引先等との取引と認

識していたものの中に、実質的に当社の関連当事者との取引であるものが存在すること

が判明したため、平成 22 年６月 24 日に訂正開示を行いました。 

平成 22 年６月 24 日に訂正開示した取引は、当社の資金全般を管理していた旧代表取

締役である福村の指示により実行された当社の直接の取引と、福村より別途指示された

二次的な取引を一連の取引と認定し、これを関連当事者取引として認識したものであり

ます。その内容は主に二次的取引で行われた金銭消費貸借及び株券消費貸借に係るもの

であります。この結果、平成 20 年３月期から平成 22 年３月期の関連当事者との取引の

注記に訂正を行いました。 

平成 22 年２月 12 日付け「第三者調査委員会中間報告書」記載のとおり、複数者が当

社の関連当事者であることが判明いたしました。これを受けて当社は同日「平成 20 年３

月期決算短信等の一部訂正に関するお知らせ」を開示し、平成 16 年３月期から平成 21

年３月期までの決算短信を訂正いたしました。しかしながら、当時、第三者委員会の調

査対象取引（主にエクイティ・ファイナンスのコンサルティング取引）及び新たに判明

した関連当事者との直接取引のみを訂正の対象としていたため、関連当事者との間接的

な取引も存在していましたが社内調査、集計及び訂正対象から漏れておりました。この

結果、平成 22 年２月 12 日の訂正に重ねて平成 22 年６月 24 日にも訂正が必要となりま

した。 

忍田及び同じく取引当時、取締役であった今井、永井についても、自身が二次的取引

者であったため、当社として間接的な取引があったこと自体は認識していましたが、取

締役全員が、会計基準上、このような間接的な取引は関連当事者取引に該当しないと誤

って認識していたこと、さらには平成22年２月においても、同様の認識であったことが、

取引当時の関連当事者取引についての注記から漏れ、平成 22 年２月の訂正からも漏れた

ことの直接的な原因であります。 

間接的な取引であっても、一次取引と二次取引の関連性等の実態を検証し、一連の取

引が関連当事者取引に該当して開示が必要になるのではないかとの疑問を抱くべきであ

りましたが、これを看過した点は、当時の当社取締役における開示を含めたコンプライ

アンスに関する意識の低さの表れと認識いたします。 

また、平成 22 年２月 12 日付け「（訂正）「平成 20年３月期 決算短信」等の一部訂正

に関するお知らせ」にて開示の、関連当事者及び関連当事者取引についての調査時に集

中的に検討されているはずであり、当時同時に認識されるべきであったと考えます。平

成22年６月まで関連当事者との間接的な取引を開示すべき関連当事者取引と認識してい

なかったことは、当社の会計及び開示に関する認識不足、取引の管理体制の不備及び社

内の報告体制の不備によるものと理解しております。 

さらに、社内調査から漏れていたため、関連当事者との間接的な取引についての情報

は監査法人へ伝達されておりませんでした。 

 

（５）平成 18年２月 24 日開示の新株式発行及び平成 19 年４月 27 日開示の自己株式処分に関す
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る、当社（当社取締役を含む）の対応の妥当性等（当社による当社取締役への当社株式の

取得資金援助に係る妥当性等を含む）について 

  当時の代表取締役福村は、本件株式発行や本件自己株式処分の払込日と同日、直前、又

は近接した時期に、直接の割当先等が引き受けた当社株式を当社の関連当事者を含めて第

三者に譲渡することについて熟知していたと想定されます（福村の意向を受けて、各株式

譲渡取引が行われたとされております。）。そのため、福村より当社取締役会において本件

株株式発行及び本件自己株式処分における上記事実について説明し、開示上の問題がない

かどうかについて十分に審議を尽くすことが望ましかったと考えられます。しかしながら、

そのような検討は行われませんでした。また、本件株式発行では、割当先である松村氏か

ら取締役である忍田が当社株式を譲り受けておりますが、これが関連当事者取引として取

締役会で審議の対象とされた事実もありません。 
  このように、本件株式発行及び本件自己株式処分のいずれの場合も、取締役会において

開示内容の適切性につき実質的な審議はされておらず、各取締役及び各監査役は、コーポ

レート・ガバナンスの観点から望まれる役割を十分果たしていなかったと考えます。 
  また、本件株式発行及び本件自己株式処分に際し、忍田は、直接及び譲渡先からの再譲

渡として当社株式を有償取得しておりますが（本件株式発行では 150 万株を 84,000 千円

で取得し、本件自己株式処分では 400 万株を 80,000 千円で取得しました。）、前者は、第

三者からの借入金が主な取得資金となっております。その後、忍田は、当該借入金を別途

の第三者から借り換える方法により、結果的には当社からの借入金になっています。また、

後者は、処分先より譲渡を受けたものから、約６ヶ月後に、当社から業務執行組合員を経

由して借り入れた資金により有償取得しております。 
  上記のとおり、結果的には当社取締役が当社からの借入金により当社株式を取得すると

いう外観、すなわち、取締役が会社資金により自社株式を取得するという結果が生じてい

ることから、当社による不当な議決権支配の有無が問題となりますが、本件では、忍田は、

福村の指示があったとしても自己の経済的行為として当社株式を第三者から資金を借り

入れる方法により取得しており、直接、当社より取得資金の融資を受けたのではないこと、

及び、少なくとも忍田には、後日、会社借入金に付け替えるとの意図はなかったと認めら

れます。また、忍田が取得した議決権割合は１％にも満たないものであり、当時、福村と

友好的な大株主とで議決権の 45％程度を有していたことを踏まえるならば、忍田の取得

した議決権が株主総会の意思決定に与える影響は極めて軽微であったと考えられます。ま

た、忍田は議決権行使について、福村を含めた他者から指示等を受けた事実もなく、当社

からの借入金については弁済を一部実施しており、現時点で残債務はあるものの、上記の

とおり、忍田の当社株式の取得との直接的関連性がない以上、この点は問題とはならない

と考えます。さらに、一般論として、取締役が会社から資金を借り入れて自社株式を取得

する行為は社会的に許容されない行為とまでは考えられていないと認識いたします。 
  以上のとおりの客観的状況と忍田の主観的事情を踏まえるならば、当社株式取得当時に

おいても、現時点においても、当社による不当な議決権支配と評価することは適切でない

と考えます。他方、法的な疑義はないとしても、当社に対する債務を弁済中であり、でき

るだけ早期の解消に努めます。 
    

（６）再発防止策等について 
   上記のとおり、当社における関連当事者の把握体制・適時開示体制の不備、コンプライ

アンスに関する検討体制及びそれらに関するものを含むコーポレート・ガバナンスの脆弱

性を認識しており、今後ともコーポレート・ガバナンスの強化に向けた努力を継続する所

存であります。また、特に平成 18 年２月 24 日に開示しました新株式発行に関して、当時
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及び現在取締役である者が、取締役会決議上の新株引受人である松村氏が 1,500 万株の払

込金の払い込みを行うのに先立って新株引受代金を支払っており、その旨を取締役会に報

告し、全容を把握するための管理責任を果していなかったと認識しております。 

当社は、平成 22 年 4 月 22 日付けで第三者調査委員会（平成 22 年 1 月 22 日設置）が

提出した「コーポレート・ガバナンスに関する調査報告書（中間報告）」における再発防

止に関する提言を含めた改善報告書を平成 22 年 5 月 26 日付けで東証に提出し、当該改

善報告書に記載された改善策を順次推進し、平成 22 年 12 月 10 日付けで改善状況報告書

を提出いたしました。 
 しかしながら、当社役員は法的知識が不十分であり、コーポレート・ガバナンス及びコ

ンプライアンスに関する意識が希薄であったとの認識を踏まえ、会社の存在意義と使命、

会社に係る多数の利害関係人の利益保護、上場会社の役員としての職責の重さ等を改めて

自覚し個々のコーポレート・ガバナンス上の課題に継続して取り組み、再発防止策のさら

なる推進に取り組む所存であります。 
 併せて、第三者割当の割当先との連絡体制及び手続書類の確認等を徹底していく所存で

あります。 
 

３．今後のスケジュール等 
（１）本日「第三者調査委員会の調査報告書の受領についてのお知らせ」にて調査報告書を開示

いたしましたので、併せてご覧いただきたいと存じます。 
（２）本日、東証に対し東証諸規則上必要となる東証への提出書類の一部不備等が認められまし

たので追加の説明をした書面及び書類の追加提出を行いました。 
（３）今後速やかに、有価証券報告書の訂正を行います。なお、平成 18 年２月 24 日の開示に

かかる有価証券届出書の訂正届出書の提出は行いません。 
   
４．決算短信の訂正 
   下記の決算短信が訂正対象であります。 
（１）「平成 18 年３月期 決算短信」（平成 19 年５月 17 日発表） 

（２）「平成 19 年３月期 決算短信」（平成 20 年５月 25 日発表） 

（３）「平成 20 年３月期 決算短信」（平成 21 年５月 15 日発表） 

（４）「平成 21 年３月期 決算短信」（平成 22 年５月 14 日発表） 

 
 なお、第三者調査委員会の意見を踏まえましても、平成 16 年度から平成 20 年度までのエクイ

ティ・ファイナンスに関して、関連当事者取引についての訂正はないものと認識しております。 
 
＜訂正箇所＞ 
訂正箇所については、下線を付しております。 
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１．平成 18 年３月期決算短信 
 
【訂正前】   

当連結会計年度（自 平成 17 年 4 月 1 日 至 平成 18 年 3 月 31 日）   
（1）親会社及び法人主要株主等  

    －省略－    
（2）役員及び個人主要株主等   

関係内容 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金ま

たは出資

金 

（千円） 

事業の内

容又は職  

業 

議決権

等の 

被所有

割合

（％） 

役員の 

兼任等

（人） 

事業上

の関係

取引の

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

役員及び 

主要株主 
福村康廣 ― ― 

当社代表

取締役社

長 

17.1 ― ― 

株式の

購入

(注)5 

912,800 ― ― 

資金の

貸付

(注)6 

500,000 ― ― 株式会社 

ｴﾃﾞｭｹｰｼ

ｮﾝｺﾝｻﾙﾀ

ﾝﾄ(注)1 

東京都

新宿区
10,000 

経営コン

サルタント

業 

投資コン

サルタント

業 

― ― 
資金の

貸付 貸付金

の利息

(注)6 

1,654 ― ― 

資金の

貸付

(注)6 

4,000,000 ― ― 

貸付金

の利息

(注)6 

53,390 ― ― 

株式の

購入

(注)5 

495,000 ― ― 

株式の

売却

(注)5 

380,000 ― ― 

備品の

購入

(注)7 

13,489 ― ― 

賃貸料

の受取

(注)8 

4,120 ― ― 

UPI ﾌﾟﾗﾝﾆ

ﾝｸﾞ株式会

社(注)2 

東京都

渋谷区
10,000 

不動産斡

旋･仲介

不動産コ

ンサルタ

ント 

経営コン

サルタント

業 

― ― 
資金の

貸付 

光熱費

の受取

(注)8 

318 ― ― 

株式会社 

蒼風社

(注)3 

東京都

新宿区
15,000 

経営コン

サルタント

業 

― ― ― 

株式の

購入

(注)5 

360,000 ― ― 

新株予

約権の 

引受

(注)9 

123,600 ― ― 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

T 投資事

業組合

(注)4 

東京都

新宿区
  投資業 

被所有  

直接

2.7 

  ― 

新株予

約権の 

行使 

11,777,000 ― ― 

取引条件および取引条件等の決定方針等  
(注）1 株式会社エデュケーションコンサルタントは、当社代表取締役福村康廣により実質的

な影響力を持たれている会社であります。 
2 UPI プランニング株式会社は、当社代表取締役福村康廣により実質的な影響力を持た

れている会社であります。 
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3 株式会社蒼風社は、当社代表取締役福村康廣により実質的な影響力を持たれている会社

であります。 
4 T 投資事業組合は、株式会社エデュケーションコンサルタントが業務執行組合員となっ

ている投資事業組合であります。 
5 株式の購入及び売却は市場価格を勘案して決定しております。 
6 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
7 備品の購入は市場における一般取引条件と同様に決定しております。 
8 賃貸料及び光熱費の受取は市場における一般取引条件と同様に決定しております。 
9 新株予約権の引受価格については、市場価格等を勘案して合理的に決定しております。 
10 取引金額には消費税等が含まれておりません。 

    
【訂正後】    

当連結会計年度（自 平成 17 年 4 月 1 日 至 平成 18 年 3 月 31 日）   
（1）親会社及び法人主要株主等  
   －省略－ 
（2）役員及び個人主要株主等   

関係内容 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金ま

たは出資

金 

（千円） 

事業の内

容又は職  

業 

議決権

等の 

被所有

割合

（％） 

役員の 

兼任等

（人） 

事業上

の関係

取引の内

容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

役員及び 

主要株主 
福村康廣 ― ― 

当社代表

取締役社

長 

17.1 ― ― 
株式の購

入(注)5 
912,800 ― ― 

役員 忍田登南 ― ― 
当社取締

役 
0.2 ― ― 

株式の引

受(注)11 
84,000 ― ― 

資金の貸

付(注)6 
500,000 ― ― 

株式会社 

ｴﾃﾞｭｹｰｼ

ｮﾝｺﾝｻﾙﾀ

ﾝﾄ(注)1 

  

経営コン

サルタント

業 

投資コン

サルタント

業 

―   
貸付金の

利息(注)6 
1,654 ― ― 

資金の貸

付(注)6 
4,000,000 ― ― 

貸付金の

利息(注)6 
53,390 ― ― 

株式の購

入(注)5 
495,000 ― ― 

株式の売

却(注)5 
380,000 ― ― 

備品の購

入(注)7 
13,489 ― ― 

賃貸料の

受取(注)8 
4,120 ― ― 

UPI ﾌﾟﾗﾝﾆ

ﾝｸﾞ株式会

社(注)2 

東京都

渋谷区
10,000 

不動産斡

旋･仲介

不動産コ

ンサルタ

ント 

経営コン

サルタント

業 

― ― 
資金の

貸付 

光熱費の

受取(注)8 
318 ― ― 

株式会社 

蒼風社

(注)3 

東京都

新宿区
15,000 

経営コン

サルタント

業 

― ― ― 
株式の購

入(注)5 
360,000 ― ― 

新株予約

権の引受 

(注)9 

123,600 ― ― 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

T 投資事

業組合

(注)4 

東京都

新宿区
  投資業 

被所有  

直接

2.7 

  ― 

新株予約

権の行使 
11,777,000 ― ― 
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取引条件および取引条件等の決定方針等  
(注）1 株式会社エデュケーションコンサルタントは、当社代表取締役福村康廣により

実質的な影響力を持たれている会社であります。 
 2 UPI プランニング株式会社は、当社代表取締役福村康廣により実質的な影響力

を持たれている会社であります。 
 3 株式会社蒼風社は、当社代表取締役福村康廣により実質的な影響力を持たれて

いる会社であります。 
 4 T 投資事業組合は、株式会社エデュケーションコンサルタントが業務執行組合

員となっている投資事業組合であります。 
 5 株式の購入及び売却は市場価格を勘案して決定しております。 
 この他、増資株式を最大で 924,000 千円分引受けた可能性があります。 
 6 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
 7 備品の購入は市場における一般取引条件と同様に決定しております。 
 8 賃貸料及び光熱費の受取は市場における一般取引条件と同様に決定しておりま

す。 
 9 新株予約権の引受価格については、市場価格等を勘案して合理的に決定してお

ります。 
10 取引金額には消費税等が含まれておりません。 

  11 増資株式を引受ております。株式の引受価格については市場価格等を勘案して 
合理的に決定しております。 
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２. 平成 19 年３月期決算短信 
【訂正前】   

前連結会計年度（自 平成 17 年４月１日 至 平成 18 年３月 31 日）   
（1）親会社及び法人主要株主等  

－省略－ 
（2）役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金また

は出資金 

（千円） 

事業の内

容又は職  

業 

議決権

等の被

所有割

合（％）

役員の

兼任等

（人） 

事業上

の関係

取引の内容 
取引金額 

（千円） 
科目 

期末残

高 

（千円）

役員及び 

主要株主 
福村康廣 － - 

当社代表

取締役社

長 

17.1 - - 
株式の購入

(注)5 
912,800 ― ― 

資金の貸付

(注)6 
500,000 ― ― 

株式会社 

ｴﾃﾞｭｹｰｼ

ｮﾝｺﾝｻﾙﾀ

ﾝﾄ(注)1 

東京都

新宿区
10,000 

経営コン

サルタント

業 

投資コン

サルタント

業 

― ― 
資金の

貸付 貸付金の利

息(注)6 
1,654 ― ― 

資金の貸付

(注)6 
4,000,000 ― ― 

貸付金の利

息(注)6 
53,390 ― ― 

株式の購入

(注)5 
495,000 ― ― 

株式の売却

(注)5 
380,000 ― ― 

備品の購入

(注)7 
13,489 ― ― 

賃貸料の受

取(注)8 
4,120 ― ― 

UPI ﾌﾟﾗﾝﾆ

ﾝｸﾞ株式会

社(注)2 

東京都

渋谷区
10,000 

不動産斡

旋･仲介

不動産コ

ンサルタ

ント 

経営コン

サルタント

業 

― ― 
資金の

貸付 

光熱費の受

取(注)8 
318 ― ― 

株式会社 

蒼風社

(注)3 

東京都

新宿区
15,000 

経営コン

サルタント

業 

― ― ― 
株式の購入

(注)5 
360,000 ― ― 

新株予約権

の引受(注)9 
123,600 ― ― 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

T 投資事

業組合

(注)4 

東京都

新宿区
  投資業 

被所有  

直接 2.7
  ― 

新株予約権

の行使 
11,777,000 ― ― 

取引条件および取引条件等の決定方針等  
(注）1 株式会社エデュケーションコンサルタントは、当社代表取締役福村康廣により実質的な

影響力を持たれている会社であります。 
2 UPI プランニング株式会社は、当社代表取締役福村康廣により実質的な影響力を持たれて

いる会社であります。 
3 株式会社蒼風社は、当社代表取締役福村康廣により実質的な影響力を持たれている会社で

あります。 
4T 投資事業組合は、株式会社エデュケーションコンサルタントが業務執行組合員となって

いる投資事業組合であります。 
5 株式の購入及び売却は市場価格を勘案して決定しております。 
6 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
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7 備品の購入は市場における一般取引条件と同様に決定しております。 
8 賃貸料及び光熱費の受取は市場における一般取引条件と同様に決定しております。 
9 新株予約権の引受価格については、市場価格等を勘案して合理的に決定しております。 
10 取引金額には消費税等が含まれておりません。   

 
【訂正後】   

前連結会計年度（自 平成 17 年４月１日 至 平成 18 年３月 31 日）  
  
（1) 親会社及び法人主要株主等  

    －省略－ 
（2）役員及び個人主要株主等   

関係内容 

属性 
会社等の

名称 
住所 

資本金ま

たは出資

金 

（千円） 

事業の内

容又は職  

業 

議決権

等の 

被所有

割合

（％） 

役員の 

兼任等

（人） 

事業上

の関係

取引の内

容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 

役員及び 

主要株主 
福村康廣 ― ― 

当社代表

取締役社

長 

17.1 ― ― 
株式の購

入(注)5 
912,800 ― ― 

役員 忍田登南 ― ― 
当社取締

役 
0.2 ― ― 

株式の引

受(注)11 
84,000 ― ― 

資金の貸

付(注)6 
500,000 ― ― 

株式会社 

ｴﾃﾞｭｹｰｼ

ｮﾝｺﾝｻﾙﾀ

ﾝﾄ(注)1 

  

経営コン

サルタント

業 

投資コン

サルタント

業 

―   
貸付金の

利息(注)6 
1,654 ― ― 

資金の貸

付(注)6 
4,000,000 ― ― 

貸付金の

利息(注)6 
53,390 ― ― 

株式の購

入(注)5 
495,000 ― ― 

株式の売

却(注)5 
380,000 ― ― 

備品の購

入(注)7 
13,489 ― ― 

賃貸料の

受取(注)8 
4,120 ― ― 

UPI ﾌﾟﾗﾝﾆ

ﾝｸﾞ株式会

社(注)2 

東京都

渋谷区
10,000 

不動産斡

旋･仲介

不動産コ

ンサルタ

ント 

経営コン

サルタント

業 

― ― 
資金の

貸付 

光熱費の

受取(注)8 
318 ― ― 

株式会社 

蒼風社

(注)3 

東京都

新宿区
15,000 

経営コン

サルタント

業 

― ― ― 
株式の購

入(注)5 
360,000 ― ― 

新株予約

権の引受 

(注)9 

123,600 ― ― 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している

会社等 

T 投資事

業組合

(注)4 

東京都

新宿区
  投資業 

被所有  

直接

2.7 

  ― 

新株予約

権の行使 
11,777,000 ― ― 

取引条件および取引条件等の決定方針等  
(注）1 株式会社エデュケーションコンサルタントは、当社代表取締役福村康廣により

実質的な影響力を持たれている会社であります。 
 2 UPI プランニング株式会社は、当社代表取締役福村康廣により実質的な影響力

を持たれている会社であります。 
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 3 株式会社蒼風社は、当社代表取締役福村康廣により実質的な影響力を持たれて

いる会社であります。 
 4 T 投資事業組合は、株式会社エデュケーションコンサルタントが業務執行組合

員となっている投資事業組合であります。 
 5 株式の購入及び売却は市場価格を勘案して決定しております。 
 この他、増資株式を最大で 924,000 千円分引受けた可能性があります。 
 6 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
 7 備品の購入は市場における一般取引条件と同様に決定しております。 
 8 賃貸料及び光熱費の受取は市場における一般取引条件と同様に決定しておりま

す。 
 9 新株予約権の引受価格については、市場価格等を勘案して合理的に決定してお

ります。 
10 取引金額には消費税等が含まれておりません。 

  11 増資株式を引受ております。株式の引受価格については市場価格等を勘案して 
合理的に決定しております。 

  

３. 平成 20 年３月期決算短信 

（対応：記載なし） 

（関連当事者との取引） 

当連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 
  (訂正前) 
１ 親会社及び法人主要株主等 
     －省略－ 
２ 役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の名

称 
住所 

資本金ま

たは出資

金(千円) 

事業の内容

又は職業

議決権等の

被所有割合

（％） 

役員の

兼任等

（人）

事業上

の関係

取引の内容
取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

 資金の貸付 

(注)４ 
500,000 ― ― 

 受取利息 

  (注)４ 
844 ― ― 

 資金の借入 

(注)４ 
300,000 ― ― 

 支払利息 

  (注)４ 
3,945 ― ― 

役員及び

主要株主 
福村 康廣 ― ― 当社代表取

締役社長
18.2 ― ― 

 株式の購入 

(注)５ 
1,157,030 ― ― 

 資金の貸付 

(注)４,10 
469,220 長期貸付金 152,546

 受取利息 

 (注)４,６,10 
6,329 

その他流動資

産 
5,911今井 輝彦 ― ― 当社取締役 0.1 ― ― 

 株式の貸付 

(注)６,10 
742,000 

投資有価証

券 
542,000

 資金の貸付 

(注)４,11 
156,546 長期貸付金 150,546

役員 

永井 鑑 ― ― 当社取締役 ― ― ― 
 受取利息 

   (注)４,11 
1,185 

その他流動資

産 
1,185
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 資金の貸付 

(注)４,12 
162,000 長期貸付金 156,000

 

忍田 登南 ― ― 当社取締役 0.2 ― ― 
 受取利息 

   (注)４,12 
1,816 

その他流動資

産 
613

 株式の貸付 

(注)６ 
665,000 ― ― 

 貸株料の受取 

(注)６ 
4,461 ― ― 

 賃借料の支払 

(注)７ 
255 ― ― 

 固定資産の 

 購入(注)８ 
3,862 ― ― 

 賃貸料の受取 

(注)７ 
4,077 ― ― 

 光熱費の受取 

(注)７ 
221 ― ― 

 株式の購入 

(注)５ 
1,138,000 ― ― 

 事業費の支払 

(注)７ 
30,485 ― ― 

業務委託費の

支払(注)３ 
34,200 ― ― 

株式会社エ

デュケーショ

ンコンサルタ

ント 

(注)１ 

東京都

新宿区 
10,000 

経営コンサ

ルタント業

投資コンサ

ルタント業

被所有 

直接 3.7
1 

資金の

貸付

 報酬の前渡 

(注）３ 
300,000 未収入金 300,000

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している会

社等 

株式会社オ

デッセイ 

(注)９ 

東京都

新宿区 
30,000 

投資コンサ

ルタント業
― ― 業務委

託 

業務委託費の

支払(注)３ 
20,000 ― ― 

取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）１ 株式会社エデュケーションコンサルタントは、当社代表取締役福村康廣により実質的な影響

力を持たれている会社であります。 
 ２ 今井輝彦は平成 19 年 11 月 30 日に取締役を退任しております。 
 ３ 報酬及び業務委託費の支払は、業務内容を勘案の上決定しております。 
 ４ 資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
 ５ 株式の購入は市場価格を勘案して決定しております。 
 ６ 株式の貸付については、株式の市場価格及び市場金利を勘案して取引条件を合理的に決定し

ております。 
 ７ 賃借料の支払、賃貸料の受取、光熱費の受取及び事業費の支払は、市場における一般取引条

件と同様に決定しております。 
 ８ 固定資産の購入は、市場における一般取引条件と同様に決定しております。 
 ９ 退任後間もない役員が代表取締役に就任した会社であります。 
 10 資金の貸付の金額のうち、156,546 千円は契約上は(有)アレスサポートに対する貸付でありま

すが、実質的には同社を経由した今井輝彦との金銭消費貸借契約と認識しております。また、

株式の貸付は契約上は当社子会社と取引関係にある会社及び㈱オデッセイに対する 480,000
千円、262,000 千円の株式の貸付でありますが、実質的には同社を経由した今井輝彦との株券

消費貸借契約と認識しております。 
 11 資金の貸付は契約上は(有)アレスサポートに対する貸付でありますが、実質的には同社を経

由した永井鑑との金銭消費貸借契約と認識しております。 
 12 資金の貸付 162,000 千円は、契約上は(有)アレスサポート及び当社子会社と取引関係にある

会社に対するそれぞれ 81,000 千円の貸付でありますが、実質的には同社を経由した忍田登南

との金銭消費貸借契約と認識しております。 
 13 取引金額に消費税等は含まれておりません。 
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  (訂正後) 
１ 親会社及び法人主要株主等 
     －省略－ 
２ 役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 会社等の名称 住所 

資本金ま

たは出資

金(千円) 

事業の内容

又は職業

議決権等の

被所有割合

（％） 

役員の

兼任等

（人）

事業上

の関係

取引の内容 
取引金額 
（千円） 科目 

期末残高

（千円）

資金の貸付

(注)４ 
500,000 ― ― 

受取利息 

(注)４ 
844 ― ― 

資金の借入

(注)４ 
300,000 ― ― 

支払利息 

(注)４ 
3,945 ― ― 

役員及び主

要株主 
福村 康廣 ― ― 当社代表取

締役社長
18.2 ― ― 

株式の購入

(注)５ 
1,157,030 ― ― 

資金の貸付

(注)４,10
469,220 長期貸付金 152,546

受取利息 

(注)４,６,10 
6,329 

その他流動

資産 
5,911今井 輝彦 ― ― 当社取締役 0.1 ― ― 

株式の貸付

(注)６,10
742,000 

投資有価証

券 
542,000

資金の貸付

(注)４,11
156,546 長期貸付金 150,546

永井 鑑 ― ― 当社取締役 ― ― ― 
受取利息 

(注)４,11
1,185 

その他流動

資産 
1,185

資金の貸付

(注)４,12
162,000 長期貸付金 156,000

役員 

忍田 登南 ― ― 当社取締役 0.2 ― ― 
受取利息 

(注)４,12
2,112 

その他流動

資産 
613

株式の貸付

(注)６ 
665,000 ― ― 

貸株料の受

取(注)６ 
4,461 ― ― 

賃借料の支

払(注)７ 
255 ― ― 

固定資産の

購入(注)８ 
3,862 ― ― 

賃貸料の受

取(注)７ 
4,077 ― ― 

光熱費の受

取(注)７ 
221 ― ― 

株式の購入

(注)５ 
1,138,000 ― ― 

事業費の支

払(注)７ 
30,485 ― ― 

業務委託費

の支払 

(注)３ 

34,200 ― ― 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等 

株式会社エデ

ュケーションコ

ンサルタント

(注)１ 

東京都

新宿区 
10,000 

経営コンサ

ルタント業

投資コンサ

ルタント業

被所有 

直接 3.7
1 

資金の

貸付

報酬の前渡

(注)３ 
300,000 未収入金 300,000
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株式会社オデ

ッセイ(注)９ 

東京都

新宿区 
30,000 

投資コンサ

ルタント業
― ― 業務委

託 

業務委託費

の支払 

(注)３ 

20,000 ― ― 

 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）１ 株式会社エデュケーションコンサルタントは、当社代表取締役福村康廣により実質的な影響

力を持たれている会社であります。 
 ２ 今井輝彦は平成 19 年 11 月 30 日に取締役を退任しております。 
 ３ 報酬及び業務委託費の支払は、業務内容を勘案の上決定しております。 
 ４ 資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
 ５ 株式の購入は市場価格を勘案して決定しております。 
 ６ 株式の貸付については、株式の市場価格及び市場金利を勘案して取引条件を合理的に決定し

ております。 
 ７ 賃借料の支払、賃貸料の受取、光熱費の受取及び事業費の支払は、市場における一般取引条

件と同様に決定しております。 
 ８ 固定資産の購入は、市場における一般取引条件と同様に決定しております。 
 ９ 退任後間もない役員が代表取締役に就任した会社であります。 
 10 資金の貸付の金額のうち、156,546 千円は契約上は(有)アレスサポートに対する貸付でありま

すが、実質的には同社を経由した今井輝彦との金銭消費貸借契約と認識しております。また、

株式の貸付は契約上は当社子会社と取引関係にある会社及び㈱オデッセイに対する 480,000
千円、262,000 千円の株式の貸付でありますが、実質的には同社を経由した今井輝彦との株券

消費貸借契約と認識しております。 
 11 資金の貸付は契約上は(有)アレスサポートに対する貸付でありますが、実質的には同社を経

由した永井鑑との金銭消費貸借契約と認識しております。 
 12 資金の貸付 162,000 千円は、契約上は当社子会社から個人、(有)アレスサポート及び当社子

会社と取引関係にある会社に対するそれぞれ 81,000 千円の貸付でありますが、実質的には同

氏及び同社を経由した忍田登南との金銭消費貸借契約と認識しております。 
 13 取引金額に消費税等は含まれておりません。 
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４. 平成 21 年３月期決算短信 

（対応：30 ページ） 

（関連当事者情報） 

  (訂正前) 
前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 
     －省略－ 
２ 役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 
会社等の名

称 
住所 

資本金ま

たは出資

金(千円) 

事業の内容

又は職業

議決権等の

被所有割合

（％） 

役員の

兼任等

（人）

事業上

の関係

取引の内容
取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

 資金の貸付 

(注)４ 
500,000 ― ― 

 受取利息 

 (注)４ 
844 ― ― 

 資金の借入 

  (注)４ 
300,000 ― ― 

 支払利息 

 (注)４ 
3,945 ― ― 

役員及び

主要株主 
福村 康廣 ― ― 当社代表取

締役社長
18.2 ― ― 

 株式の購入 

(注)５ 
1,157,030 ― ― 

 資金の貸付 

(注)４,10 
469,220 長期貸付金 152,546

 受取利息 

 (注)４,６,10 
6,329 

その他流動資

産 
5,911今井 輝彦 ― ― 当社取締役 0.1 ― ― 

 株式の貸付 

(注)６,10 
742,000 

投資有価証

券 
542,000

 資金の貸付 

(注)４,11 
156,546 長期貸付金 150,546

永井 鑑 ― ― 当社取締役 ― ― ― 
 受取利息 

   (注)４,11 
1,185 

その他流動資

産 
1,185

 資金の貸付 

(注)４,12 
162,000 長期貸付金 156,000

役員 

忍田 登南 ― ― 当社取締役 0.2 ― ― 
 受取利息 

   (注)４,12 
1,816 

その他流動資

産 
613

 株式の貸付 

(注)６ 
665,000 ― ― 

 貸株料の受取 

(注)６ 
4,461 ― ― 

 賃借料の支払 

(注)７ 
255 ― ― 

 固定資産の 

 購入(注)８ 
3,862 ― ― 

 賃貸料の受取 

(注)７ 
4,077 ― ― 

 光熱費の受取 

(注)７ 
221 ― ― 

 株式の購入 

(注)５ 
1,138,000 ― ― 

役員及び

その近親

者が議決

権の過半

数を所有

している会

社等 

株式会社エ

デュケーショ

ンコンサルタ

ント 

(注)１ 

東京都

新宿区 
10,000 

経営コンサ

ルタント業

投資コンサ

ルタント業

被所有 

直接 3.7
1 

資金の

貸付

 事業費の支払 

(注)７ 
30,485 ― ― 
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業務委託費の

支払(注)３ 
34,200 ― ―        

 報酬の前渡 

(注）３ 
300,000 未収入金 300,000

 

株式会社オ

デッセイ 

(注)９ 

東京都

新宿区 
30,000 

投資コンサ

ルタント業
― ― 業務委

託 

業務委託費の

支払(注)３ 
20,000 ― ― 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）１ 株式会社エデュケーションコンサルタントは、当社代表取締役福村康廣により実質的な影響

力を持たれている会社であります。 
 ２ 今井輝彦は平成 19 年 11 月 30 日に取締役を退任しております。 
 ３ 報酬及び業務委託費の支払は、業務内容を勘案の上決定しております。 
 ４ 資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
 ５ 株式の購入は市場価格を勘案して決定しております。 
 ６ 株式の貸付については、株式の市場価格及び市場金利を勘案して取引条件を合理的に決定し

ております。 
 ７ 賃借料の支払、賃貸料の受取、光熱費の受取及び事業費の支払は、市場における一般取引条

件と同様に決定しております。 
 ８ 固定資産の購入は、市場における一般取引条件と同様に決定しております。 
 ９ 退任後間もない役員が代表取締役に就任した会社であります。 
 10 資金の貸付の金額のうち、156,546 千円は契約上は(有)アレスサポートに対する貸付でありま

すが、実質的には同社を経由した今井輝彦との金銭消費貸借契約と認識しております。また、

株式の貸付は契約上は当社子会社と取引関係にある会社及び㈱オデッセイに対する 480,000
千円、262,000 千円の株式の貸付でありますが、実質的には同社を経由した今井輝彦との株券

消費貸借契約と認識しております。 
 11 資金の貸付は契約上は(有)アレスサポートに対する貸付でありますが、実質的には同社を経

由した永井鑑との金銭消費貸借契約と認識しております。 
 12 資金の貸付 162,000 千円は、契約上は(有)アレスサポート及び当社子会社と取引関係にある

会社に対するそれぞれ 81,000 千円の貸付でありますが、実質的には同社を経由した忍田登南

との金銭消費貸借契約と認識しております。 
 13 取引金額に消費税等は含まれておりません。 
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  (訂正後) 

前連結会計年度(自 平成 19 年４月１日 至 平成 20 年３月 31 日) 
１ 親会社及び法人主要株主等 
     －省略－ 
２ 役員及び個人主要株主等 

関係内容 

属性 会社等の名称 住所 

資本金ま

たは出資

金(千円) 

事業の内容

又は職業

議決権等の

被所有割合

（％） 

役員の

兼任等

（人）

事業上

の関係

取引の内容 
取引金額 
（千円） 科目 

期末残高

（千円）

資金の貸付

(注)４ 
500,000 ― ― 

受取利息 

(注)４ 
844 ― ― 

資金の借入

(注)４ 
300,000 ― ― 

支払利息 

(注)４ 
3,945 ― ― 

役員及び主

要株主 
福村 康廣 ― ― 当社代表取

締役社長
18.2 ― ― 

株式の購入

(注)５ 
1,157,030 ― ― 

資金の貸付

(注)４,10
469,220 長期貸付金 152,546

受取利息 

(注)４,６,10 
6,329 

その他流動

資産 
5,911今井 輝彦 ― ― 当社取締役 0.1 ― ― 

株式の貸付

(注)６,10
742,000 

投資有価証

券 
542,000

資金の貸付

(注)４,11
156,546 長期貸付金 150,546

永井 鑑 ― ― 当社取締役 ― ― ― 
受取利息 

(注)４,11
1,185 

その他流動

資産 
1,185

資金の貸付

(注)４,12
162,000 長期貸付金 156,000

役員 

忍田 登南 ― ― 当社取締役 0.2 ― ― 
受取利息 

(注)４,12
2,112 

その他流動

資産 
613

株式の貸付

(注)６ 
665,000 ― ― 

貸株料の受

取(注)６ 
4,461 ― ― 

賃借料の支

払(注)７ 
255 ― ― 

固定資産の

購入(注)８ 
3,862 ― ― 

賃貸料の受

取(注)７ 
4,077 ― ― 

光熱費の受

取(注)７ 
221 ― ― 

株式の購入

(注)５ 
1,138,000 ― ― 

事業費の支

払(注)７ 
30,485 ― ― 

業務委託費

の支払 

(注)３ 

34,200 ― ― 

株式会社エデ

ュケーションコ

ンサルタント

(注)１ 

東京都

新宿区 
10,000 

経営コンサ

ルタント業

投資コンサ

ルタント業

被所有 

直接 3.7
1 

資金の

貸付

報酬の前渡

(注)３ 
300,000 未収入金 300,000

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等 

株式会社オデ

ッセイ(注)９ 

東京都

新宿区 
30,000 

投資コンサ

ルタント業
― ― 業務委

託 

業務委託費

の支払 

(注)３ 

20,000 ― ― 
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取引条件及び取引条件の決定方針等 
（注）１ 株式会社エデュケーションコンサルタントは、当社代表取締役福村康廣により実質的な影響

力を持たれている会社であります。 
 ２ 今井輝彦は平成 19 年 11 月 30 日に取締役を退任しております。 
 ３ 報酬及び業務委託費の支払は、業務内容を勘案の上決定しております。 
 ４ 資金の貸付及び借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 
 ５ 株式の購入は市場価格を勘案して決定しております。 
 ６ 株式の貸付については、株式の市場価格及び市場金利を勘案して取引条件を合理的に決定し

ております。 
 ７ 賃借料の支払、賃貸料の受取、光熱費の受取及び事業費の支払は、市場における一般取引条

件と同様に決定しております。 
 ８ 固定資産の購入は、市場における一般取引条件と同様に決定しております。 
 ９ 退任後間もない役員が代表取締役に就任した会社であります。 
 10 資金の貸付の金額のうち、156,546 千円は契約上は(有)アレスサポートに対する貸付でありま

すが、実質的には同社を経由した今井輝彦との金銭消費貸借契約と認識しております。また、

株式の貸付は契約上は当社子会社と取引関係にある会社及び㈱オデッセイに対する 480,000
千円、262,000 千円の株式の貸付でありますが、実質的には同社を経由した今井輝彦との株券

消費貸借契約と認識しております。 
 11 資金の貸付は契約上は(有)アレスサポートに対する貸付でありますが、実質的には同社を経

由した永井鑑との金銭消費貸借契約と認識しております。 
 12 資金の貸付 162,000 千円は、契約上は当社子会社から個人、(有)アレスサポート及び当社子

会社と取引関係にある会社に対するそれぞれ 81,000 千円の貸付でありますが、実質的には同

氏及び同社を経由した忍田登南との金銭消費貸借契約と認識しております。 
 13 取引金額に消費税等は含まれておりません。 

 
以上 


